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研究成果の概要： 

 ＰＣ産業は、細分化された分業構造を基盤としながら、絶えざるイノベーションを特徴とし

て成長を続けてきた。この継続的イノベーションは、部品・周辺機器産業におけるイノベーシ

ョンと、そのイノベーションを方向づけるバスアーキテクチャのイノベーションとの二重のイ

ノベーションにより実現され、それを可能にする企業内、企業間の開発・生産ネットワークが

形成されてきた。ここでは製造機能、開発機能、販売機能のグローバルな分業構造が新たに見

られる一方、製造機能は、規模/範囲の経済性を有効に機能させるための水平的統合・垂直的統

合が見られる。 
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１．研究開始当初の背景 
 ＰＣ産業において、短いサイクルでの継続的な
イノベーションが、グローバルに展開した部品産
業、コンポーネント産業、完成品産業の細分化さ
れた分業と、企業間の密接な生産･開発の連携によ
って実現している。このような実態を解明するこ
とによって、イノベーションが継続的に実現可能
となる企業内・企業間関係の制度化、構造化＝グ
ローバル・イノベーションネットワークの形成・
発展を明らかにでき、そうすることで、今日の企

業・企業間関係の歴史的位置づけを明確にで
きるものと考えた。 
 本研究は、このような認識のもと、これま
でにおける単一製品・産業の企業間学習にも
とづくイノベーションの研究とは異なり、こ
れまで十分研究されてこなかったパーソナ
ル・コンピュータ産業に見られるようなグロ
ーバルに展開し、なおかつ部品から完成品に
いたる重層的・垂直的な企業間ネットワーク
にもとづくイノベーションの形成メカニズ
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ムの研究を深め、この点を実態と理論の両面で解
明するところに意義と特徴がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、パーソナル・コンピュータ産業を対
象として、イノベーション・ネットワークという
観点から、グローバルに展開するエレクトロニク
ス産業の生産･開発の企業間ネットワークの歴史
的な形成と進化、不断のイノベーションの構造化
の過程を実態面と理論面から明らかにすることを
目的とする。その際、パーソナル・コンピュータ
産業の部品･モジュール・製品の産業構造の形成･
発展過程およびそこにおける競争の展開を明らか
にし、その過程で生産･開発ネットワークがグロー
バルに形成・進化していったことを明らかにする。
そしてこのグローバルネットワークを基礎として、
継続的かつ短いサイクルで新製品が開発され、イ
ノベーションが生み出される仕組み・組織・制度・
構造・企業間関係が構築されていき、いわば持続
的なイノベーション創出のシステムがグローバル
に構造化されていったことを実証的に明らかにし、
その歴史的な位置づけを行う。 
  
３．研究の方法 
 本研究は、おもに（１）文献調査、（２）実態調
査、（３）研究会という方法で研究を進めていった。 
（１）文献調査 
 理論文献、実証文献、調査資料、ＰＯＳデータ
などを活用し、随時整理しながら研究を行う。 
（２）実態調査 
 実態調査は国内外のＰＣおよびＰＣ関連企業に
訪問し、インタビューを中心として調査を実施し
た。おもな調査工場は、国内については、島根、
福島、宮城にあるＰＣ組立工場、川崎にある開発
拠点、海外については、中国深圳にあるＰＣ関連
部品、家電メーカーなどを訪問した。 
（３）研究会の開催 
 2 ヶ月に 1 度程度の定期的な会合を計 3 年で 19
回開催した。この会合によって、研究方針や研究
計画を決定･確認を行い、各自が研究を進めた成果
を共有する。また、相互の研究を促進するために、
基本文献や重要文献の検討や資料の共有化した。 
 
４．研究成果 
（１）PC の技術的構成と発展傾向 
 PC のイノベーションは、それを構成するモジュ
ール群のそれぞれのイノベーションに依存してい
る。PC の場合、その中心にあるのが、 CPU である。
CPUは、PCの中枢的機能を果たすが、PC自体は様々
な周辺機器・部品やプログラム群で構成された一
つのシステムでり、その機能は、周辺機器やプロ
グラムにしたがって多様性を有する。この CPU は、
一般に高速化という発展傾向をもち、これにより
大量の信号処理を実現することで、PC は多機能化、
汎用化させる方向で発展してきた。 
 CPU は、電気信号を高速処理する汎用的な制御
装置であり、どのようなプログラム、周辺機器で

も制御できるところに特徴がある。PC は、ネ
ットワーク効果が強く働き、広範でまた新旧
にわたるソフト・ハードの補完的な資産が PC
の発展に影響を与える。 PC は、CPU を中心
としてこれに種々の部品、周辺機器、ソフト
ウェアを結合した一つのシステムである。絶
えず機能を向上させていく CPU と部品・周辺
機器を相互に連結し、各構成諸要素の機能を
十分活用しつつ、システム全体として機能を
引き上げていく必要がある。 
 これら諸要素を相互に連結するシステム
がバス・システムである。バス・システムは、
CPU の規格と周辺機器・部品の規格とを相互
に結び合わせるために各種部品を組み合わ
せた一つのサブシステムである。それは CPU
と周辺機器の結びつき方を決める仕様であ
り、その仕様に従う限り相互接続を保証する
共通の規格であって、その意味で、一つのア
ーキテクチャをなすバス・アーキテクチャと
呼ばれる。 
 バス・アーキテクチャの発展は、PC をひと
つのシステム全体として見るとき、この PC
の発展を集約的に表すいわばイノベーショ
ンの画期をなすものと考えられる。他方、バ
ス・アーキテクチャ自体は機能や仕様を固定
化することによってはじめて PC システムの
持続的な構築が可能となる。この固定化され
たバス・アーキテクチャを前提とし、その規
格に従ったインターフェースに基づいて、そ
れぞれの部品・周辺機器の機能を向上させ、
それによって PC システムを全体として機能
向上させてきた。 
 CPU や周辺機器・部品の高機能化、またそ
の高機能化を不可欠とするようなソフトウ
ェアや新たな機能の追加が、既存のバス・ア
ーキテクチャの機能と対立すると、より高機
能なバス・アーキテクチャへと移行していっ
た。また、PC システムは、ネットワーク効果
に強く影響を受けることから、過去の補完財
を有効に活用できることが重要である。それ
ゆえ、バス・アーキテクチャは、高機能化さ
れた製品と同時に、旧来の比較的機能の劣る
資産とも互換性を持たせられるように発展
してきたのである。 
 
（２）PC 産業の分業構造と競争の特徴 
 PC 産業は、専業化された部品産業を基礎と
して形成・発展し、細分化された分業構造の
もとで発展していった。それゆえ、PC そのも
のが比較的低廉な製品であるのに加えて、部
品産業そのものも量産効果が強く働き、価格
低下傾向があるので、PC メーカーにとって、
その構成部品を調達するのは容易である。こ
の意味で、PC 産業では、参入障壁が低く、と
りわけ価格競争が激しくなる傾向がある。こ
の傾向をいっそう加速したのは、1980 年代半
ば以降、IBM PC の規格に準拠した互換機が



 

 

市場において多数を占めるようになり、事実上の
標準となったことである。その結果、種々の部品
産業にとっては、それぞれ統一された部品を大量
生産することが可能となったことで価格低下に拍
車がかかるようになった。 
 他方、PC 産業における、専業化された種々の部
品産業が細分化された分業構造を構成しているこ
とによって、それぞれの構成部品分野において、
先に見た PC の発展傾向－高速化と大容量化に基
づく多機能化、汎用化－に従って性能を向上させ
ることができる。その結果、これらを構成部品と
する PC は、いずれかの部品分野で新たな高機能部
品が絶えず投入されている可能性が高く、その意
味で、持続的に新製品を投入することができ、旧
製品に対する差別化が短期間で可能となる傾向が
ある。この新製品の投入をより迅速に実現できた
企業が、先行的な利益を獲得することができるた
め、比較的技術力のある企業はこの新技術を取り
入れた迅速な PC の開発・製品化をめぐって競争を
展開していき、その結果として、次第に PC のライ
フサイクルは短縮化することとなった。 
 しかしながら、この差別化による利益獲得のた
めの新製品投入を巡る競争は、価格競争をいっそ
う加速することとなった。すなわち、PC のライフ
サイクルの短縮化は、旧製品の価格低下をもたら
すこととなり、新製品投入による差別化の中での
価格競争が進行することとなったのである。しか
もこの新製品を構成する新たな部品は、専業化さ
れた部品メーカーからどの企業も調達できるので、
そもそも差別化が困難であり、そこから得られる
利益も短期的である。こうしてこの PC 産業にあっ
ては、新製品が次々と投入され、絶えざるイノベ
ーションが生み出される一方で、旧製品はもとよ
り、新製品であっても比較的短期間のうちに価格
が低下する価格競争が絶えず進行するという競争
上の特徴がみられるのである。 
 
（３）グローバル・ネットワークの形成と発展 
 PC 産業において特に初期の急成長を支えた要
因の一つは、PC を構成する主要な電子部品産業が、
コンピュータ産業や家電産業などを基礎にすでに
1970 年代には広く存在していたことである。その
広がりは、アメリカや、日本、ヨーロッパの先進
諸国だけではなく、低廉な部品を中心にアジア地
域にも及んでいた。PC の部品の多くが、比較的入
手しやすい汎用的な普及品の部品から構成されて
おり、当初の製品は、これらの部品を調達し、必
要な部品を集めてキットとして販売する場合も多
かった。 
 PC 産業においては、すでにアジアを中心に存在
していた電子・電気機器・部品の一部工程や普及
品のアメリカや日本の海外生産拠点を基盤として、
部品、周辺機器、半製品、一部完成品の OEM 調達
がアジアにおいて次第に行われるようになってお
り、この調達・生産ネットワークは、80 年代を通
じて徐々に発展していった。この間、PC 産業の発
展とともに、電子産業の中には PC に特化する形で

専門化する傾向を強めながら発展する企業
もでてきた。またアジアでも構成品や部品の
OEM 生産、さらには台湾や韓国では完成品の
OEM に加えて、自社ブランドを持った PC メー
カーも登場し始めていた。これらアジアの企
業群が、PC のグローバルな生産・調達ネット
ワークの発展を支えていくこととなった。 
 他方、PC メーカーは、80 年代より、労働
集約的工程である基板実装工程を低廉な労
働力を多数雇用して電気機器の組立工程を
請け負っていたアメリカの受託製造企業へ
外注していた。その後 80 年代半ばにこの工
程の自動化が進み、実装機械への投資が大規
模化して資本集約化が進んだ。さらに多品種
化が進行して、規模の経済性の効果が低下し、
また 80年代末以降の PC産業の低迷するなか
で、PC メーカーはこの工程を、実装機械への
投資を行うようになってきた大規模な受託
製造企業へアウトソーシングするようにな
った。このような受託製造企業は、その業務
を製造に付随するサービス分野や製造設計、
設計分野へも拡大し、90 年代初頭までには、
いわゆる EMS 企業へと発展していった。 
 この米系 EMS は、顧客である PC メーカー
の工場を買収しながら成長を続けていった。
その際、PC メーカーの海外工場をも買収しな
がら、90 年代後半以降、はじめはヨーロッパ
を中心に、そして次第にアジア地域、特に
2000 年以降は中国を中心に、部品調達と製品
組立のグローバルなネットワークを構築し
ていった。PC メーカーはこの生産・調達ネッ
トワークを EMSに依存する形で切り離す一方、
製品開発・設計機能を主に担うようになった。 
 また開発・設計された PC を量産につなげ
るまでの製造設計は EMSとの協働によって実
現された。EMS は、そのために新製品を量産
に結び付けて導入する NPIなどと呼ばれる組
織を、顧客の PC メーカーの開発・設計拠点
の近くに設置し、グローバルな生産・調達ネ
ットワークと先進国に設置された PC メーカ
ーの設計・開発能力とをスムーズに連結させ、
短期的な新製品投入やイノベーションをこ
のネットワークにビルトインしていった。 
 他方、2001 年のいわゆる IT バブル崩壊以
降、EMS 産業において、台湾系 EMS が台頭し
てきた。台湾系 EMS は、新製品を開発から量
産まで迅速にもっていく能力に優れている
のに加え、中国における電子部品や電子機器
の生産の集積を背景として、低廉な部品を調
達する能力と中国での大規模生産能力とを
活かして、多くの受注を集めるようになって
きた。つまり、台湾系 EMS は、その製造拠点
を台湾、さらには中国へと大規模かつ積極的
に展開し、低コストの優位性を活かして急成
長してきたのである。こうした優位性に加え、
80年代からのOEM生産での受託生産や製品開
発の実績を活かして、比較的低廉な汎用製品



 

 

の製品開発をも請け負ういわゆる ODM 事業の成長
も、台湾系 EMS の台頭を促す要因となった。 
 こうして 2000 年代までには、グローバルな部
品・周辺機器の調達、設計、生産といったサプラ
イチェーンにおいて、グローバルな生産・開発ネ
ットワークが形成されるようになった。 
 
（４）イノベーションの二重化 
 PC 産業におけるイノベーションでは、特に新た
な部品で構成される新製品の開発が継続的に見ら
れるという特徴がある。ここでは、細分化された
分業構造のもとで、専業化された各部品メーカー
が、PC の機能向上に沿って、新たな新製品を開発
し、これらを PC メーカーがシステムとして開発・
設計して、EMS が PC メーカーと共同して量産設計
まで行い、部品の調達と完成品、あるいは半完成
品まで組立てて、市場へと迅速に投入している。 
 しかし PC のイノベーションは、部品・周辺機器
の個々のイノベーションに基づくだけではない。
上述のように CPU と部品・周辺機器とを結びつけ
るバス・システムもまたシステムとしての PC の機
能を左右する重要な要素となる。このようなバ
ス・システムのイノベーションをみると、80 年代
初頭までは、それぞれの PC メーカーが異なる CPU
や新たな CPU ごとにバス・システムを個別にその
戦略に従って開発し、それを通じてイノベーショ
ンがいわば自然発生的に生じてきていた。 
 しかし、IBM PC の躍進によって市場に蓄積され
た互換性のある膨大なソフトやハード資産の活用
を狙って、この IBM のバス・アーキテクチャを模
倣して、PC 市場に参入するいわゆる互換機メーカ
ーが多数存在するようになり、IBM のバス・アー
キテクチャに準拠した PC 互換機市場が、80 年代
半ば以降、急成長していった。 
 そのような互換機の登場は IBM にとっては意図
せざる結果であった。それゆえ、80 年代後半には、
IBM 自身が自らの規格から離脱して、以前の規格
とは互換性のない PC を開発・製品化した。他方、
互換機メーカー大手の Compaq はインテルの新型
の 386CPU を使用した PC を IBM より先んじて製品
化するに及んで、互換機メーカーをはじめ、部品
メーカーやソフトウェアメーカーが、バス・アー
キテクチャを規格化することとなった。1987 年、
これまで各社が模倣してきた PC/AT のアーキテク
チャを ISA 規格とし、翌年、その機能を拡張した
EISA 規格を共同で提案した。 
 その後、CPU の機能拡張、Windows などの GUI
の普及、ディスプレイの高解像度化、多色化にと
もなって、90 年代初頭には、EISA 規格では PC シ
ステム全体の機能向上を十分に実現できなくなっ
てきた。インテルによって作られた仕様が、1992
年、PC メーカーなどにより PCI 規格として策定さ
れた。そしてその後は、CPU メーカーのインテル
と OS メーカーのマイクロソフトが、業界を主導す
る形で、このバスアーキテクチャの規格を随時、
進化させるのに主導的な役割を果たすこととなっ
た。その結果、PC のイノベーションの方向は、こ

れらの企業が中心となってロードマップを
作成して、いわば計画的に方向づけられ、多
数の部品メーカーや PC メーカーがこれに沿
って新製品を投入していくようになった。こ
のイノベーションは、その中心となる CPU や
OS の新たな規格や新製品によって影響を受
ける一方、多数の互換機メーカーや部品メー
カーを巻き込む形で、この規格に沿ったコン
センサスを得ながら進められなければなら
ず、また一定期間、その仕様が固定される必
要があり、したがってイノベーションは比較
的長い期間で段階的に進行する。 
 このようなバスアーキテクチャのイノベ
ーションが PC 産業の一部の部品企業が主導
する形で先導する一方で、一定のバス・アー
キテクチャとその発展の方向に沿って、それ
と互換性があり、またその範囲でより高機能
な部品・周辺機器のイノベーションをそれぞ
れのメーカーが追及し、PC メーカーもこれら
を組み合わせた新製品を投入していく形で
イノベーションが進められていくこととな
った。こうして PC 産業においては、絶えざ
る部品機能の向上による新製品のイノベー
ションと、これら部品機能の組み合わせ＝ア
ーキテクチャを向上させることで PC システ
ム全体の機能を飛躍的に向上させるアーキ
テクチャ・イノベーションの二重のイノベー
ションが進行するようになった。 
 
（５）イノベーションの構造化と現代企業 
 ＰＣのイノベーションは、技術的な面でみ
れば、諸構成要素の高速化・大容量化を基礎
とする多機能化という方向とその継続性に
よって特徴づけられる。そしてこのようなイ
ノベーションは、各構成要素を供給する専業
化された部品・周辺機器メーカー、自社ブラ
ンドのＰＣ製品として開発・設計するブラン
ド企業、そしてそれに基づいて、あるいは協
力して（一部設計も含め）完成品へ組み立て
るＥＭＳ/ＯＤＭ企業によって実現されてい
る。これらの諸過程を一括して担っている企
業はなく、またこれらの国籍は多様であり、
その活動拠点もまた多国籍化し、これら諸企
業間の緊密な連携ものとでイノベーション
が生じている。その意味でＰＣ産業において
はグローバルなイノベーションネットワー
クが構築されている。 
 ここで特徴的なのは、部品における細分化
された分業構造であり、開発・設計と製造機
能の分離である。この構造は、ＰＣの発展傾
向と汎用的性格を基礎に、絶えざるイノベー
ションをもたらしている構造的基盤である。
部品産業の専業化は、高速化・大容量化とい
う方向のもと、いずれかの部品における新た
な製品の投入の可能性を高め、新たなＰＣ製
品の継続的な投入を可能にした。 
 しかしこれらの専業化された部品企業の



 

 

イノベーションをＰＣのシステム全体のイノベー
ションに方向づけていく必要がある。それがバス
アーキテクチャの断続的なイノベーションであり、
このイノベーションは、一部の基幹部品メーカー
が主導する形で担い、その発展のロードマップを
示したり、フォーラムの開催、技術支援など、こ
の産業を構成する部品企業、ブランド企業、ＥＭ
Ｓ/ＯＤＭ企業に対して働きかけることで実現さ
れ（「プラットフォーム・リーダーシップ」）、ＰＣ
産業の持続的な成長を可能にした。まさに細分化
された部品産業における新製品の投入というイノ
ベーションと、ＰＣ産業全体を成長させる方向に
バスアーキテクチャを開発し、これに沿って多様
な部品群の発展を方向づけ、したがってまたＰＣ
産業を構成する企業群をいわば誘導するイノベー
ションという、二重のイノベーションがこれまで
の単独企業によるイノベーションと異なっている。 
 この新たな特徴は、しばしば今日の企業が分権
化、専業化、小規模化していく傾向として記述さ
れ、現代の分業を「水平分業」として理論的に特
徴づけようとする見解がみられる。これらの見解
は、今日のＰＣブランド企業の動向をとらえる点
で説得的な面もある。しかし産業全体を視点に据
え、特に製造に着目してその動向を見ると問題が
ある。すなわち、ＥＭＳやＯＤＭの発展に見られ
るように、製造においては、製造機能の水平統合
と、しているうえに、部品実装工程のみならず組
立工程や一部の部品製造に至るまでの垂直統合も
みられ、さらには設計機能をも統合しようとして
おり、「水平分業」とは対極の規模の経済性や範囲
の経済性を活かした動きがみらるのである。 
 こうしてＰＣ産業は、いわゆる「近代企業」に
見られる垂直統合型の企業とは異なって、製造、
設計、販売といった職能別の社会的な分業構造と
企業横断的なイノベーションの形成プロセスの構
造化という新しい構造が見られる。しかしその反
面、製造面に注目するとき、かつてみられた垂直
統合への動きが見られ、しばしば言及されている
ような規模の経済性や範囲の経済性の失効という
事態は見られないのである。この意味で、ＰＣ産
業は、個別企業の枠を超えて、製造面における一
層の規模/範囲の経済性を活かす体制と、企業横断
的な組織を構築しながら重層的なイノベーション
を継続的に生み出す体制がグローバルな規模で展
開されている産業であると言える。 
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